
製品生産事業請負契約書（案） 

 

１ 事業名、請負物件、契約面積、請負予定数量、請負予定単価、請負予定金額、事業場

所及び生産完了検査場所 

事業名 
請負 

物件 

 契約 

面積 

請  負
 

予定数量
 

請負 

予定 

単価 

 

請負予定金額 

 

事業
 

場所
 

生産完了

検査場所
 

令和8年度

戸中地区

製品生産

事業（保護

伐外）【一

貫作業】 

皆 伐 

 

 

間 伐 

 

 

地 拵 

 

3.84 

㏊ 

 

1.16 

㏊ 

 

3.44 

㏊ 

 

 

2,130 

㎥  

 

170 

㎥  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請負金額     円也 

(うち取引に係る消費税及び 

地方消費税額   円也) 

福島県東

白川郡棚

倉町大字

戸中字那

須道国有

林13ろ6

林小班 

戸 中 第 一

山元土場 

 

  (注) 「取引に係る消費税額」は、消費税法第 28 条第１項及び第 29 条並びに地方税法第 72 条の 82 及び第 72 条

の 83 の規定に基づき算出したもので、請負金額に 10/110 を乗じて得た額である。 

( )の部分は、請負者が課税対象業者である場合に使用する。 

 

２ 事業期間 

  自  令和 8 年   月  日（契約締結日の翌日） 

    至    令和 8 年 11 月 30 日 

 

３ 選択条項 別冊約款中選択される条項は次のとおりである。 

   (選択されるものは○印、削除されるものは×印。) 

適用削除の区分 選択事項 選択条項 

× 契約保証金の納付 第４条第１項第１号 

× 契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供 第４条第１項第２号 

× 銀行、甲が確実と認める金融機関等の保証 第４条第１項第３号 

× 公共工事履行保証証券による保証 第４条第１項第４号 

× 履行保証保険契約の締結 第４条第１項第５号 

× 支給材料及び貸与品 第15条 

× 前金払 分の   以内 第35条第１項 

× 中間前金払 第35条第４項 

選択 部分払い 月１回以内 第38条 

× 国庫債務負担行為に係る契約の特則 第40条 

 (注)国庫債務負担行為に係る契約にあっては、別紙を添付する。 

 

 

４ 支給材料及び貸与物件 

品 名 品質規格 数 量 引渡予定場所 引渡予定月日 

     

     

 

５ 特約事項 

採用された技術提案について、請負者は別紙のとおり履行するものとする。 

 

 

上記の事業について、発注者と請負者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、本契約書

及び令和 年 月 日に交付した国有林野事業製品生産請負事業請負契約約款及び国有林野事業造

林事業請負契約約款によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものと

する。 

また、請負者が共同事業体を結成している場合には、請負者は別紙共同事業体協定書により契約

書記載の事業を共同連帯して請け負う。 

本契約の証として本書 2 通を作成し、当事者記名押印の上、各自 1通を保有する。 

 

 

 

 

令和 年 月 日 

 

発注者 住所 福島県東白川郡棚倉町大字棚倉字舘ヶ丘 73-2 

                 氏名 分任支出負担行為担当官 

棚倉森林管理署長  佐藤 健司 印 

 

 

 

請負者 住所  

氏名  

       印 

 

 

［注］ 請負者が共同事業体を結成している場合においては、請負者の住所及び氏名の欄には、共同

事業体の名称並びに共同事業体の代表者及びその構成員住所及び氏名を記入する。 



実施上の課題に係わる技術的所見 

（事業名：令和8年度戸中地区製品生産事業（皆伐外）【一貫作業】） 

 

適

用 

項目 具体的な対策方法 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

事業計画上の考慮事項に係る工夫・

提案（実施手順、次施業等への配慮等

） 

 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

工程管理に係る工夫・提案（各作業期

間の設定、工程管理） 

 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

自然環境への配慮、品質管理に係る

工夫・提案（自然環境に配慮した作業

方法・資材の品質の確認方法、管理方

法） 

 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

安全対策に係る工夫・提案（作業時の

安全確保に関する具体的な取組内容

等） 

 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

発注者が指定した課題に対する工夫

・提案 

（○○について） 

 

当該事業が一貫作業の場合に記載する 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

造林経費の削減のため、集材、枝条整

理等の作業を的確に実施する具体的

取組 

 

 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

林業機械等を活用して造林作業を省

力・省略化するための具体的取組 

 

 

□Ａ 

□Ｂ 

□Ｃ 

確実な更新と保育経費の削減のため

、植栽木の生長促進、下層植生の繁茂

抑制等に係る具体的取組 

 

 

注１ 提案に伴う経費の増額について、発注者は増額を行わないので受注者の責で提案すること。 

注２ 項目ごとに適用欄の該当する□を■にすること。 

Ａ＝項目の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に

基づき実施します。 

Ｂ＝項目の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加

を希望しません。 

Ｃ＝項目の技術提案については、標準案に基づき実施します。 

（なお、Ｃ（標準案）を選択した場合は、最低点とする。） 

注３ 本様式はＡ４で２枚までに簡潔に記載すること。 

注４ 参考図書を添付する場合は、別にＡ４で２枚までとする。 


